
令和6年4月から建設業も時間外労働の上限規制が適用となり、原則として月４５時間・年
３６０時間を超える時間外労働はできなくなりました。
上限規制を上回る違法な時間外労働を前提として設定される工期は、受発注者間で合意
されている場合であっても、「著しく短い工期」と判断されます。

「通常必要と認められる期間に比して著しく短い期間」とは、単に定量的に短い工期を指すの
ではなく、「工期に関する基準」等に照らして不適正に短く設定された期間をいいます。

著しく短い工期の契約は禁止されています！！

建設工事を発注するみなさま

「通常必要と認められる期間に比して著しく短い期間」

✓ 建設業で働く方々の健康や安全の確保と処遇改善が必要

魅力ある建設業にする必要がある！ ＝ 他産業と比較して遜色ない建設業へ！

東 北 地 方 整 備 局

時間外労働の上限規制の適用（労働基準法の改正）

「適正な工期設定」はなぜ必要なのか？

課

題 ✓ 建設業界の働き方改革と新たな担い手確保が必要

持続的なインフラ整備や災害対応の環境整備が実現

「地域の守り手」として将来にわたって国民の安心・安全を守り続けられる持続可能な産業

工事の発注者 工事を受注する建設企業

一方的に短い工期を示して見積依頼

見積段階

見積書作成

複数の建設企業から合見積最も工期の短い建設企業と契約

契約後
設計変更や追加工事があったにも関
わらず、工期延長を認めない

悪天候や資材の入手難、地下埋設物な
どが発生しても工期延長を認めない

工期延長の申出

長時間労働を前提とした工事請負契約や工期延長を
認めなかった結果、労働基準法の時間外労働の上限規制に抵触

すべて違反のおそれ

すべて違反のおそれ
※工期ダンピングを行った建設業者に対し
ては建設業法に基づき指導・監督を実施



適正工期確保ガイドブック

ＰＤＦのＱＲコード

建設業 製造業 調査産業計

建設工事を発注するみなさま 【 参考 】 東 北 地 方 整 備 局

「適正工期確保」ガイドブック

はたらきかたススメ 建設企業のための適正取引ハンドブック

建設業の現状

「工期に関する基準」や適正工期のあり方について
受注者や発注者の皆様にわかりやすいように解説！

適正な取引環境を構築するうえで、守るべき
契約上の主なルールを確認するための手引き
をわかりやすく解説しています。

建設業で働く方に適用されている時間外労働
の上限規制をはじめとした労働時間法制につ
いて解説を掲載します。
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（年度）

産業別年間出勤日数

10日

11日

建設業について、年間

の出勤日数は全産業
と比べて10日多い。
また、年間の総実労働
時間は全産業と比べて
48時間長い。

出典：厚生労働省
「毎月勤労統計調査」

年度報より国土交通省作成


